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北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成 年 月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道事務決裁規程（昭和４１年北海道訓令第３号）の一部を次のように改正する。
第２条第１１号中「、局」の次に「、部内室」を加える。
第４条第１項中「知事政策部長」を「総合政策部長」に改め、「知事室長」の次に「、総
合政策部の部次長及び局長にあっては知事室次長、農政部の部次長及び局長にあっては競馬
事業室長」を加える。
第４条の２の見出しを「（総合政策部知事室長等の専決事項）」に改め、同条第２項中
「知事室次長」の次に「及び競馬事業室長」を加える。
第５条中「事項」の次に「（農政部の部次長及び局長にあっては、競馬事業室長の職務に
係るものを除く。）」を加え、同条の次に次の１条を加える。
（農政部競馬事業室長の個別専決事項）
第５条の２ 競馬事業室長は、その職務に係る別表第２に掲げる部次長及び局長専決事項を
専決することができる。
別表第２中「（第５条関係）」を「（第５条、第５条の２関係）」に改め、同表の知事政
策部知事室国際課の事項から企画振興部科学ＩＴ振興局情報政策課の事項までを次のように
改める。

総合政 知事室 １ 旅 券 法 � 第８条第１項の規定

策部 国際課 （昭和２６年
法律第２６７
号）の施行
に関する事
務

に基づき、一般旅券を
交付すること。

計画推
進局

１ 国土利用
計画法（昭
和４９年法律
第９２号）の
施行に関す
る事務

� 第１２条第６項の規定
に基づき、規制区域の
指定が相当であること
について北海道土地利
用審査会に確認を求め
ること。

� 第１２条第１３項（同条
第１５項において準用す
る場合を含む。）の規
定に基づき、規制区域
の指定の解除が相当で
あることについて北海
道土地利用審査会の確
認を受けること。

� 第２５条（第２７条の５
第４項、第２７条の８第
２項及び第３１条第２項
において準用する場合
を含む。）の規定に基
づき、第２４条第１項の
規定による勧告を受け
た者に対し、その勧告
に基づいて講じた措置
について報告をさせる
こと。

� 第２６条（第２７条の５
第４項及び第２７条の８
第２項において準用す
る場合を含む。）の規
定に基づき、第２４条第
１項の規定による勧告
を受けた者がその勧告
に従わない場合におい
て、その旨及びその勧
告の内容を公表するこ
と。

� 第３２条の規定に基づ

� 第１２条第５項（第２７
条の３第３項及び第４
項（同条第５項におい
て準用する場合を含
む。）並びに第２７条の
６第３項 及 び 第４項
（同条第５項において
準用する場合を含む。）
において準用する場合
を含む。）の規定に基
づき、指定された区域
及び期間等を市町村長
に通知するとともに、
当該事項を周知させる
ため必要な措置を講ず
ること。

� 第１２条第１０項（第２７
条の３第３項及び第２７
条の６第３項において
準用する場合を含む。）
の規定に基づき、規制
区域を含む周辺の地域
における地価の動向、
土地取引の状況等に関
する調査を行うこと。

� 第１２条第１４項（同条
第１５項において準用す
る場合を含む。）にお
いて準用する同条第５
項の規定に基づき、規
制区域の指定を解除し
た旨を市町村長に通知
するとともに、その旨
を周知させるため必要
な措置を講ずること。
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き、第３１条第１項の規
定による勧告に係る遊
休土地について地方公
共団体等の買取りの協
議者を定め、その者が
買取りの協議を行う旨
の勧告を受けた者に通
知すること。

� 国土利用計画法施行
令（昭和４９年政令第
３８７号）第９条第１項
の規定に基づき、土地
の利用状況、環境等が
通常と認められる画地
について不動産鑑定士
の鑑定評価を求め、当
該画地の標準価格の判
定をすること。

２ 不動産の
鑑定評価に
関する法律
（昭和３８年
法律第１５２
号）の施行
に関する事
務

� 第３０条の規定に基づ
き、同条第６号の規定
による不動産鑑定業者
の登録を消除すること。

科学Ｉ
Ｔ振興
局情報
政策課

１ 通信に関
する事務

� 庁内電話を設置し、
又は移転すること。

� 加入電話を取得し、
又は移転すること。

地域づ
くり支
援局

１ 過疎地域
自立促進特
別 措 置 法
（平成１２年
法 律 第１５
号）の施行
に関する事
務

� 第７条第１項（同条
第４項において準用す
る場合を含む。）の規
定に基づき、北海道過
疎地域自立促進都道府
県計画を定め、総務大
臣、農林水産大臣及び
国土交通大臣に提出す
ること。

� 第６条第１項（同条
第６項において準用す
る場合を含む。）の規
定に基づき、過疎地域
自立促進市町村計画の
策定について市町村か
らの協議を受けること。

２ 山村振興
法（昭和４０

� 第８条第１項（同条
第４項において準用す

年法律第６４
号）の施行
に関する事
務

る場合を含む。）の規
定に基づき、山村振興
計画の策定について、
市町村からの協議を受
け、同意すること。

３ 辺地に係
る公共的施
設の総合整
備のための
財政上の特
別措置等に
関する法律
（昭和３７年
法 律 第８８
号）の施行
に関する事
務

� 第３条第３項（同条
第５項において準用す
る場合を含む。）の規
定に基づき、市町村の
総合整備計画に関し、
当該市町村に協力して
講じようとする措置の
計画を定め、総務大臣
に提出すること。

� 第３条 第１項 後 段
（同条第５項において
準用する場合を含
む。）の規定に基づき、
市町村の総合整備計画
について、当該市町村
からの協議を受けるこ
と。

地域行
政局市
町村課

１ 地方自治
法の施行に
関する事務

� 第９条の２第１項の
規定に基づき、市町村
の境界を決定すること。

� 第２５１条の２第２項
の規定に基づき、当事
者の申請により開始さ
れた調停において、調
停申請の取下げの同意
をすること。

� 第２５１条の２第４項
の規定に基づき、自治
紛争処理委員が調停案
を当事者に示し、その
受諾を勧告したときに
調停に係る報告を受理
すること。

� 第２５１条の２第５項
の規定に基づき、調停
の打切りに関すること
を自治紛争処理委員に
同意すること。

� 第２５１条の２第７項
の規定に基づき、当事
者から提出された調停
の受諾に係る文書を受

� 第２８４条第２項又は
第３項の規定に基づき、
一部事務組合（２以上
の支庁の所管区域にわ
たるもの及び札幌市の
区域に係るものに限る。
以下この項において同
じ。）又は広域連合
（２以上の支庁の所管
区域にわたるもの及び
札幌市の区域に係るも
のに限る。以下この項
において同じ。）の設
立を許可すること。

� 第２８６条第１項又は
第２９１条の３第１項の
規定に基づき、一部事
務組合又は広域連合の
組織団体の数の増減、
事務の変更又は規約の
変更を許可すること。

� 第２９１条の１０第１項
の規定に基づき、広域
連合の解散を許可する
こと。
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理すること。
� 第２５１条の３第１３項
の規定に基づき、自治
紛争処理委員が勧告し
た調停の受諾に係る文
書を受理し、総務大臣
に提出すること。

� 第２８５条の２第１項
の規定に基づき、市町
村の一部事務組合又は
広域連合を設けること
を勧告すること。

	 第２９６条の６第２項
の規定に基づき、財産
区の事務に関する紛争
について裁決すること。


 地方自治法施行令
（昭和２２年政令第１６号。
以下この項において
「施行令」という。）
第１条の２第２項の規
定に基づき、普通地方
公共団体の設置（２以
上の支庁の所管区域に
わたるもの及び札幌市
の区域に係るものに限
る。）があった場合に、
当該普通地方公共団体
の長が選挙されるまで
の間その職務を行う者
を定めること。

� 施行令第５条第１項
の規定に基づき、普通
地方公共団体の廃置分
合があった場合（２以
上の支庁の所管区域に
わたり廃置分合があっ
たとき及び札幌市の区
域に係る廃置分合が
あったときに限る。）
の事務の分界を決定し、
及び事務を承継すべき
普通地方公共団体を指

� 第２９８条第２項の規
定に基づき、地方開発
事業団（２以上の支庁
の所管区域にわたるも
の及び札幌市の区域に
係るものに限る。以下
この項において「事業
団」という。）の設置、
設置団体（事業団の設
置者たる普通地方公共
団体をいう。）の数の
増減又は事業団の規約
の変更を認可すること。

定すること。
� 施行令第６条の規定
に基づき、普通地方公
共団体の境界変更（２
以上の支庁の所管区域
にわたるもの及び札幌
市の区域に係るものに
限る。）があった場合
における事務の承継の
決定を行うこと。

２ 地方公務
員等共済組
合法（昭和
３７年法律第
１５２号）の
施行に関す
る事務

� 第１４４条の２７第１項
の規定に基づき、市町
村職員共済組合又は都
市職員共済組合に対し、
業務執行の監督を行う
こと。

� 第１４４条の２７第４項
の規定に基づき、市町
村職員共済組合又は都
市職員共済組合の業務
及び財産の状況を監査
すること。

３ 地方交付
税法（昭和
２５年法律第
２１１号）の
施行に関す
る事務

� 第１８条の規定に基づ
き、市町村の交付税の
額に関する審査の申立
てを総務大臣に進達し、
その結果を当該市町村
に通知すること。

� 第１９条第７項及び第
８項の規定に基づき、
市町村の異議の申出を
総務大臣に進達し、総
務大臣の決定を当該市
町村に通知すること。

� 地方交付税法施行令
（昭和３３年政令第１１７
号。以下この項におい
て「施行令」という。）
第２条第１号の規定に
基づき、市町村の基準
財政需要額及び基準財
政収入額並びに交付す

� 第１７条の２の規定に
基づき、市町村の基準
財政収入額の算定に係
る国税に関する書類の
閲覧又は記録を請求す
ること。

� 施行令第２条第３号
の規定に基づき、交付
時期ごとに交付すべき
市町村の交付税の額を
算定すること。

� 施行令第２条第４号
の規定に基づき、市町
村に対し、交付税の全
部又は一部を国に還付
させること。
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べき交付税の額を算定
すること。

� 施行令第２条第５号
の規定に基づき、市町
村の基準財政需要額又
は基準財政収入額に加
算し、又はこれから減
額すべき額を算定する
こと。

� 施行令第２条第６号
の規定に基づき、返還
させるべき交付税の額
を算定し、及びその返
還方法について当該市
町村の意見を聞くこと。

４ 地方税法
の施行に関
する事務

� 第８条第２項（第８
条の２第３項において
準用する場合を含む。）
の規定に基づき、課税
権の帰属等について決
定すること。

� 第３８８条第１項の規
定に基づき、固定資産
税に係る固定資産評価
基準の細目に関する事
項を求めること。

� 第３２１条の１５第２項
の規定に基づき、２以
上の市町村において事
務所又は事業所を有す
る法人の法人税額の分
割の基準となる従業員
数を決定すること。

� 第３８９条第１項の規
定に基づき、知事が評
価すべき固定資産の価
格等を決定し、及びこ
れを配分すること。

� 第３８９条第４項の規
定に基づき、市町村長
の申出に対し、固定資
産の価格等の配分を調
整すること。

� 第３８９条第５項の規
定に基づき、市町村の
固定資産の価格等につ
いて調整すること。

� 第４０１条の規定に基
づき、固定資産の評価
に関して市町村長に対
し援助すること。

� 第４１７条第２項の規
定に基づき、固定資産

の価格等の決定通知後
における固定資産の価
格等の決定、修正又は
配分等を行うこと。

� 第４２２条の２の規定
に基づき、固定資産の
価格の修正に関し、市
町村長に対し、勧告す
ること。

５ 国有資産
等所在市町
村交付金法
（昭和３１年
法 律 第８２
号）の施行
に関する事
務

� 国有資産等所在市町
村交付金法施行令（昭
和３１年政令第１０７号）
第４条の規定に基づき、
市町村の廃置分合等が
あった場合の市町村交
付金の交付を求める権
利の承継について決定
すること。

６ 自衛隊法
（昭和２９年
法律第１６５
号）の規定
に基づく自
衛官の募集
に関する事
務

� 自衛隊法施行令（昭
和２９年政令第１７９号。
以下この項において
「施行令」という。）
第１１７条第１項及び第
１１８条の規定に基づき、
方面総監と協議して自
衛官の採用試験の試験
期日、試験場の位置等
を定めること。

� 施行令第１１９条の規
定に基づき、自衛官募
集に関する広報宣伝を
行うこと。

別表第２の環境生活部環境局環境保全課の事項第５項の課長専決事項の欄第５号中「給水
人口が２万人以下である」を削り、同表の環境生活部環境局循環型社会推進課の事項に次の
１項を加える。

４ 北海道循
環型社会形
成の推進に
関する条例

� 第２４条第１項の規定
に基づき、道外産業廃
棄物の搬入の事前の協
議を受けること。
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（平成２０年
北海道条例
第９０号）の
施行に関す
る事務

� 第２４条第４項（第２５
条第２項において準用
する場合を含む。以下
この号において同
じ。）の規定に基づき、
協議の内容が第２４条第
４項各号のいずれにも
適合することを確認し、
その結果を通知するこ
と。

� 第２４条第５項（第２５
条第２項において準用
する場合を含む。）の
規定に基づき、受託産
業廃棄物処理業者等及
び関係市町村長に協議
を受けた内容及び第２４
条第４項の確認の結果
を通知すること。

� 第２５条第１項の規定
に基づき、協議の内容
の変更に係る協議を受
けること。

� 第３７条第１項の規定
に基づき、特定施設設
置等予定者に対し事業
計画書の提出を求める
こと。

� 第３７条第２項の規定
に基づき、特定施設設
置等予定者に対し意見
を述べること。

� 第３７条第３項の規定
に基づき、特定施設設
置等予定者の報告を受
けること。

	 第３８条第２項の規定
に基づき、周辺住民又
は関係市町村長に助言
を行うこと。


 北海道循環型社会形
成の推進に関する条例
施行規則（平成２１年北

海道規則第４号。以下
この項において「規
則」という。）第２条
第３項第９号の規定に
基づき、必要な書類を
認定すること。

� 規則第２条第５項第
１号の規定に基づき、
水銀又はその化合物を
含む産業廃棄物を処理
し、水銀を回収する施
設で特殊な処理を行う
ものを定めること。

� 規則第２条第５項第
２号の規定に基づき、
道外産業廃棄物の処分
量の減量に関する計画
の提出について定め、
並びに同計画を受理し、
及びその内容の妥当性
を認めること。

 規則第７条第２項第
４号の規定に基づき、
必要な書類を認定する
こと。

� 規則第７条第３項第
３号の規定に基づき、
天災その他の特別な事
情によるやむを得ない
一時的な保管を認定す
ること。

別表第２の保健福祉部保健医療局医療政策課の事項から保健福祉部保健医療局国民健康保
険課の事項までを次のように改める。

施設運
営指導
課

１ 社会福祉
法（昭和２６
年法律第４５
号）の施行
に関する事
務

� 第５６条第２項の規定
に基づき、社会福祉法
人に対し、必要な措置
を採るべき旨を命ずる
こと。

� 第５６条第３項の規定
に基づき、社会福祉法
人に対し、業務の全部

� 第６２条第２項の規定
に基づき、授産施設
（生活保護法に定める
ものを除く。）の設置
を許可すること。

� 第６３条第２項の規定
に基づき、第６２条第２
項の規定による許可を

北 海 道 公 報 号外第�号 ５平成２１年３月３１日（火曜日）



若しくは一部の停止を
命じ、又は役員の解職
を勧告すること。

� 第５６条第４項の規定
に基づき、社会福祉法
人の解散を命ずること。

� 第５７条の規定に基づ
き、第２６条第１項の規
定により公益事業又は
収益事業を行う社会福
祉法人に対し、その事
業の停止を命ずること。

� 第１２１条の規定に基
づき、共同募金会の解
散を命ずること。

受けた者が行う同条第
１項第４号、第５号及
び第７号並びに同条第
３項第１号、第４号及
び第５号に掲げる事項
の変更を許可すること。

保健医
療局医
療政策
薬務課

１ 医 療 法
（昭和２３年
法律第２０５
号）の施行
に関する事
務

� 第４条第１項の規定
に基づき、地域医療支
援病院と称することを
承認すること。

� 第３５条の規定に基づ
き、公的医療機関の開
設者又は管理者に対し
て、建物、設備器械及
び器具を当該公的医療
機関に勤務しない医師
若しくは歯科医師の診
療若しくは研究のため
に利用させ、実地修練
を行わせるのに必要な
条件を整備し、若しく
は医療計画に定められ
た救急医療等確保事業
に係る医療の確保に関
し必要な措置を講ずる
ことを命じ、又は公的
医療機関の開設者に対
してその運営に関し必
要な指示をすること。

� 良質な医療を提供す
る体制の確立を図るた
めの医療法等の一部を
改正する法律（平成１８
年法律第８４号）附則第
１０条第２項の規定によ
りなおその効力を有す
ることとされる同法第
２条の規定による改正

前の医療法第５６条第３
項の規定に基づき、解
散した医療法人の財産
で処分されないものを
他の医療事業を行う者
に帰属させることを認
可すること。

� 第４４条第３項の規定
に基づき、医療法人の
名称、事務所の所在地
又は理事の任命の方法
を定めること。

� 第４６条の４第５項の
規定に基づき、医療法
人の仮理事を選任する
こと。

２ 薬 事 法
（昭和３５年
法律第１４５
号）の施行
に関する事
務

� 第１２条第１項の規定
に基づき、医薬品等
（薬事法施行令（昭和
３６年政令第１１号。以下
この項において「政
令」という。）第３条
第３号に規定する薬局
製造販売医薬品を除く。
次号から第６号までに
おいて同じ。）の製造
販売業の許可をするこ
と。

� 第１３条第１項の規定
に基づき、医薬品等の
製造業の許可をするこ
と。

� 第１３条第６項の規定
に基づき、医薬品等の
製造業の許可の区分の
変更又は追加の許可を
すること。

� 第１４条第１項の規定
に基づき、医薬品等の
製造販売の承認をする
こと。

� 第１４条第６項の規定
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に基づき、医薬品等の
適合性調査をすること。

� 第１４条第９項の規定
に基づき、医薬品等の
製造販売の承認事項の
一部変更の承認をする
こと。

� 第１７条第４項におい
て準用する第７条第３
項ただし書の規定に基
づき、医薬品の製造の
管理の兼務を許可する
こと。

	 第２４条第１項の規定
に基づき、医薬品の販
売業（第３０条第１項に
規定する配置販売業に
限る。）の許可をする
こと（保健所が設置さ
れている市に限る。）。


 第３０条第１項の規定
に基づき、品目を指定
すること（保健所が設
置されている市に限
る。）。

� 第４０条の２第１項の
規定に基づき、医療機
器の修理業の許可をす
ること。

� 第４０条の２第５項の
規定に基づき、医療機
器の修理区分の変更又
は追加の許可をするこ
と。

 第７０条第１項の規定
に基づき、医薬品等を
業務上取り扱う者に対
する医薬品等の廃棄等
の措置を命ずること。

� 第７０条第２項の規定
に基づき、同条第１項
による命令を受けた者
がその命令に従わない

とき等に、職員に医薬
品等を廃棄させ、若し
くは回収させ、又は処
分させること。

� 第７１条の規定に基づ
き、医薬品等の製造販
売業者又は医療機器の
修理業者に対し、検査
を受けることを命ずる
こと。

� 第７２条第１項の規定
に基づき、医薬品等の
製造販売業者に対し、
その品質管理又は製造
販売後安全管理の方法
の改善を命じ、又は業
務の停止を命ずること。

� 第７２条第２項の規定
に基づき、医薬品等の
製造販売業者又は輸出
用の医薬品等の製造業
者に対し、その製造管
理若しくは品質管理の
方法の改善を命じ、又
は業務の停止を命ずる
こと。

� 第７２条第３項の規定
に基づき、医薬品等の
製造業者又は医療機器
の修理業者に対し、構
造設備の改善を命じ、
又は使用を禁止するこ
と。

� 第７２条第４項の規定
に基づき、薬局開設者、
医薬品の販売業者又は
医療機器の販売業者若
しくは賃貸業者に対し、
構造設備の改善を命じ、
又は使用を禁止するこ
と。

� 第７２条の２の規定に
基づき、薬剤師の増員
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を命ずること。
� 第８０条第１項の規定
に基づき、輸出用の医
薬品等の適合性調査を
すること。

� 薬事法施行令第６１条
の規定に基づき、薬事
監視員に対し、検定に
合格した医薬品又は医
療機器を収めた容器又
は被包に検定合格証紙
で封を施させること。

３ 国民健康
保険法（昭
和３３年法律
第１９２号）
の施行に関
する事務

� 第２７条第２項（第８６
条において準用する場
合を含む。）の規定に
基づき、同条第１項第
１号、第２号及び第６
号に掲げる事項の議決
を認可すること。

� 第３２条第２項（第８６
条において準用する場
合を含む。）の規定に
基づき、同条第１項第
１号又は第２号に掲げ
る理由による解散を認
可すること。

� 第８９条第１項の規定
に基づき、診療報酬審
査委員会が診療報酬請
求書の審査のために必
要な権限を行使するこ
とを承認すること。

� 国民健康保険法施行
法（昭和３３年法律第
１９３号）第３条 第２項
の規定に基づき、医療
機関のない離島その他
国民健康保険を行うこ
とが著しく困難である
区域内に住所を有する
者を被保険者としない
ことを承認すること。

４ 高齢者の
医療の確保
に関する法
律（昭和５７
年法律第８０
号）の施行
に関する事
務

� 第１３３条第２項の規
定に基づき、後期高齢
者医療広域連合からの
協議を受けること。

５ らい予防
法の廃止に
関する法律
（平成８年
法 律 第２８
号）の施行
に関する事
務

� らい予防法の廃止に
関する法律第６条に規
定する援護に関する政
令（平成８年政令第９４
号。以下この項におい
て「政令」という。）
第２条第２項、第５項
から第７項まで及び第
１３項の規定に基づき、
援護の決定又はその変
更、停止若しくは廃止
を決定すること。

� 政令第３条の規定に
基づき、援護に要した
費用の全部又は一部の
徴収を決定すること。

６ 原子爆弾
被爆者に対
する援護に
関する法律
（平成６年
法律第１１７
号）の施行
に関する事
務

� 第２条第２項の規定
に基づき、被爆者健康
手帳を交付すること
（札幌市、小�市、函
館市及び旭川市の区域
に係るものに限る。）。

� 第７条の規定に基づ
き、被爆者に対し、健
康診断を行うこと（札
幌市、小�市、函館市
及び旭川市の区域に係
るものに限る。）。

� 第１９条第１項の規定
に基づき、被爆者一般
疾病医療機関を指定す
ること（札幌市、小�
市、函館市及び旭川市
の区域に係るものに限
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る。）。
� 第２４条第１項、第２５
条第１項、第２６条第１
項、第２７条第１項、第
２８条第１項、第３１条及
び第３２条の規定に基づ
き、医療特別手当、特
別手当、原子爆弾小頭
症手当、健康管理手当、
保健手当、介護手当及
び葬祭料を支給するこ
と（札幌市、小�市、
函館市及び旭川市の区
域に係るものに限
る。）。

７ 麻薬及び
向精神薬取
締法（昭和
２８年法律第
１４号）の施
行に関する
事務

� 第３条第１項の規定
に基づき、麻薬卸売業
者、麻薬小売業者、麻
薬施用者、麻薬管理者
又は麻薬研究者の免許
を与えること。

� 第５０条第１項の規定
に基づき、向精神薬卸
売業者又は向精神薬小
売業者の免許を与える
こと。

� 第５８条の６第１項及
び第４項の規定に基づ
き、麻薬中毒者又はそ
の疑いがある者を精神
保健指定医に診察させ
ること。

� 第５８条の８第１項、
第３項及び第６項の規
定に基づき、受診者を
入院させて医療を行い、
入院継続に関する審査
を求め、措置入院者を
退院させ、又は入院期
間を延長すること。

� 第５８条の１１の規定に
基づき、所属職員をし
て措置入院者の所持品

を保管させること。
� 第５８条の１２第１項の
規定に基づき、措置入
院者を退院させること。

� 第５８条の１６第２項の
規定に基づき、麻薬中
毒者医療施設の管理者
に対し、診療報酬の支
払を一時差し止めさせ、
又は差し止めること。

８ 覚せい剤
取締法（昭
和２６年法律
第２５２号）
の施行に関
する事務

� 第３条第１項の規定
に基づき、覚せい剤施
用機関又は覚せい剤研
究者の指定をすること。

� 第３０条の２の規定に
基づき、覚せい剤原料
取扱者又は覚せい剤原
料研究者の指定をする
こと。

９ 毒物及び
劇物取締法
（昭和２５年
法律第３０３
号）の施行
に関する事
務

� 毒物及び劇物取締法
施行令（昭和３０年政令
第２６１号。以下この項
において「施行令」と
いう。）第１１条第１号、
第１６条第１号、第２２条
第１号及び第２８条第１
号ロの規定に基づき、
特定毒物使用者の指定
をすること。

� 施行令第１３条第１号
ロ及びチ、第１８条第１
号ロ及びニからヘまで
並びに第２４条第１号ロ
及びニからヘまでの規
定に基づき、特定毒物
実施指導員の指定をす
ること。

保健医
療局地
域医師
確保推

１ 保健師助
産師看護師
法（昭和２３
年 法 律 第

� 第８条の規定に基づ
き、准看護師の免許を
与えること。

� 保健師助産師看護師
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進室 ２０３号）の
施行に関す
る事務

法施行令（昭和２８年政
令第３８６号）第２０条に
おいて準用する同令第
１６条の規定に基づき、
准看護師養成所の指定
を取り消すこと（同令
第２０条において準用す
る同令第１７条の規定に
基づき、設置者から申
請があった場合に限
る。）。

２ 北海道巡
回診療条例
（昭和２５年
北海道条例
第５３号）の
施行に関す
る事務

� 北海道巡回診療条例
施行規則（昭和３６年北
海道規則第９７号）第２
条の規定に基づき、巡
回診療の実施計画を定
めること。

保健医
療局健
康安全
室

１ 感染症の
予防及び感
染症の患者
に対する医
療に関する
法律（平成
１０年法律第
１１４号）の
施行に関す
る事務

� 第１０条の規定に基づ
き、感染症の予防のた
めの施策の実施に関す
る計画を定め、又は変
更し、公表すること。

� 第３３条の規定に基づ
き、交通を制限し、又
は遮断すること。

� 第３６条第３項の規定
に基づき、掲示するこ
と。

� 第３８条第１項の規定
に基づき、厚生労働大
臣と協議すること。

� 第４３条第２項の規定
に基づき、感染症指定
医療機関に対する診療
報酬の支払を一時差し
止めること。

� 第１５条第６項の規定
に基づき、厚生労働大
臣に協力を求めること。

� 第３８条第５項及び第
６項の規定に基づき、
感染症指定医療機関を
指導すること。

� 第４０条第２項及び第
３項の規定に基づき、
感染症指定医療機関の
診療内容及び診療報酬
の請求を審査し、並び
に診療報酬の額を決定
し、支払うこと。

� 第４２条第１項の規定
に基づき、療養費（結
核に係るものに限
る。）の額の決定をす
ること。

� 第５１条第１項の規定
に基づき、厚生労働大
臣に通報すること。

２ 予防接種 � 第６条第１項（結核 � 第３条第１項の規定

法（昭和２３
年法律第６８
号）の施行
に関する事
務

に係るものを除く。）
の規定に基づき、疾病
のまん延予防上必要が
あると認めるとき、臨
時の予防接種を行い、
又は市町村長に行うよ
う指示すること。

に基づき、地域保健法
（昭和２２年法律第１０１
号）第５条第１項の政
令で定める市に定期の
予防接種を指示するこ
と。

３ 調理師法
（昭和３３年
法律第１４７
号）の施行
に関する事
務

� 第３条第１項の規定
に基づき、調理師の免
許を与えること（札幌
市及び小�市の区域に
係るものに限る。）。

４ 栄養士法
（昭和２２年
法律第２４５
号）の施行
に関する事
務

� 第２条第１項の規定
に基づき、栄養士の免
許を与えること。

５ 生活衛生
関係営業の
運営の適正
化及び振興
に関する法
律（昭和３２
年 法 律 第
１６４号 ）の
施行に関す
る事務

� 第１４条の２第１項及
び第３項の規定に基づ
き、共済規程及びその
変更又は廃止を認可す
ること。

� 第１４条の１０第１項の
規定に基づき、組合協
約又はその変更を認可
すること。

� 第１４条の１０第３項に
おいて準用する第１１条
の規定に基づき、組合
協約の変更を命じ、又
は認可を取り消すこと。

� 第１４条の１２第１項の
規定に基づき、組合協
約の締結に関しあっせ
ん又は調停を行うこと。

� 第２８条第３項の規定
に基づき、組合の定款
の変更を認可すること。

� 第４２条の規定に基づ
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き、組合員による総会
の招集を承認すること。

� 第５０条第２項の規定
に基づき、組合の解散
を認可すること。

６ クリーニ
ン グ 業 法
（昭和２５年
法律第２０７
号）の施行
に関する事
務

� 第６条の規定に基づ
き、クリーニング師の
免許を与えること。

� 第８条の２第１項の
規定に基づき、研修を
指定すること。

� 第８条の３の規定に
基づき、講習を指定す
ること。

７ 理容師法
（昭和２２年
法律第２３４
号）の施行
に関する事
務

� 第１１条の４第２項の
規定に基づき、講習会
を指定すること。

８ 美容師法
（昭和３２年
法律第１６３
号）の施行
に関する事
務

� 第１２条の３第２項の
規定に基づき、講習会
を指定すること。

９ 食品衛生
法（昭和２２
年 法 律 第
２３３号）の
施行に関す
る事務

� 第２４条第１項の規定
に基づき、監視指導の
実施に関する計画を定
めること。

� 第５９条第１項の規定
に基づき、食品、添加
物、器具、容器若しく
は包装に起因し、又は
起因すると疑われる疾
病で死亡した者の死体
を解剖に付すること。

１０ と畜場法
（昭和２８年
法律第１１４

� 第５条第２項の規定
に基づき、と畜場にお
いて通例として処理す

号）の施行
に関する事
務

ることができる獣畜の
種類及び１日当たり頭
数を制限すること。

� 第８条の規定に基づ
き、と畜場の管理者
（と畜場の管理者がい
ないと畜場にあっては、
と畜場の設置者）に対
し、衛生管理責任者の
解任を命ずること。

� 第１０条第２項におい
て準用する第８条の規
定に基づき、と畜業者
等に対し、作業衛生責
任者の解任を命ずるこ
と。

� 第１２条第１項の規定
に基づき、と畜場使用
料又はとさつ解体料の
額及びその変更を許可
すること。

� と畜場法施行令（昭
和２８年政令第２１６号）
第４条第２号の規定に
基づき、と畜場以外の
場所でとさつすること
ができる地域を指定す
ること。

１１ 食鳥処理
の事業の規
制及び食鳥
検査に関す
る法律（平
成２年法律
第７０号）の
施行に関す
る事務

� 第６条第１項の規定
に基づき、食鳥処理場
の構造又は設備の変更
を許可すること。

� 第１３条の規定に基づ
き、食鳥処理業者に対
し、食鳥処理衛生管理
者の解任を命ずること。

１２ 公衆浴場
法（昭和２３
年 法 律 第
１３９号）の

� 公衆浴場法施行条例
（昭和２４年北海道条例
第３号。以下この項に
おいて「条例」とい
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施行に関す
る事務

う。）第２条の２第１
項ただし書の規定に基
づき、公衆浴場の設置
の場所について、住民
の健康の保持及び保健
衛生上特に必要がある
と認めること。

� 条例第２条の３第３
号の規定に基づき、温
泉を加温しないで使用
する公衆浴場を認める
こと。

１３ 牛海綿状
脳症対策特
別 措 置 法
（平成１４年
法 律 第７０
号）の施行
に関する事
務

� 第７条第２項ただし
書の規定に基づき、牛
の特定部位の焼却義務
の免除を許可すること。

１４ 温 泉 法
（昭和２３年
法律第１２５
号）の施行
に関する事
務

� 第３条第１項の規定
に基づき、土地の掘削
を許可すること。

� 第６条第１項の規定
に基づき、法人の合併
又は分割による土地の
掘削の許可を受けた者
の地位の承継を承認す
ること。

� 第７条第１項の規定
に基づき、相続による
土地の掘削の許可を受
けた者の地位の承継を
承認すること。

� 第７条の２第１項の
規定に基づき、掘削の
ための施設の位置等又
は掘削の方法の変更を
許可すること。

� 第１１条第１項の規定
に基づき、温泉の増掘
又は温泉の動力装置の

許可をすること。
� 第１１条第２項におい
て準用する第６条第１
項の規定に基づき、法
人の合併又は分割によ
る増掘又は動力の装置
の許可を受けた者の地
位の承継を承認するこ
と。

� 第１１条第２項におい
て準用する第７条第１
項の規定に基づき、相
続による増掘又は動力
の装置の許可を受けた
者の地位の承継を承認
すること。

別表第２の保健福祉部福祉局福祉援護課の事項第１２項の部次長及び局長専決事項の欄第１

号中「生活保護法の」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律の」に改め、同表の保健福祉部福祉局指導監査課の事項を削り、同表の保健福

祉部福祉局障害者保健福祉課の事項の局室課の欄中「福祉局障害者保健福祉課」を「福祉局

障がい者保健福祉課」に改め、同表の保健福祉部子ども未来推進局の事項第１項の課長専決

事項の欄第６号及び第７号を削り、同表の経済部商工局商工金融課の事項第１項の課長専決

事項の欄第３号中「第９７条第２項」を「第９６条第５項」に改め、同表中

「
農政部 食の安

全推進
局食品
政策課

１ 肥料取締
法（昭和２５
年 法 律 第
１２７号）の
施行に関す
る事務

� 第１９条第２項の規定
に基づき、事故肥料の
譲渡を許可すること。

」

を
「
農政部 競馬事

業室
１ 北海道地
方競馬実施
条例施行規
則（昭和５２
年北海道規
則第６４号）

� 第２１条第１項の規定
に基づき、競馬番組を
作成し、及び発表する
こと。

� 第２２条第１項の規定
に基づき、第２１条第２

� 第３条第６号の規定
に基づき、きゅう務員
を認定すること。
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の施行に関
する事務

項第２号及び第４号か
ら第１０号までに掲げる
事項を変更すること。

� 第２５条第２項の規定
に基づき、出走申込書
を受理すること。

� 第２５条第４項の規定
に基づき、同条第１項
の出走の申込みをした
者に対し、必要な書類
の提出を求めること。

� 第２５条第５項の規定
に基づき、同条第１項
の出走の申込みに係る
馬の出走の申込み又は
出走を拒否すること。

� 第２５条第６項の規定
に基づき、同条第１項
の出走の申込みに係る
馬の出走の申込み又は
出走を拒否すること。

� 第２６条第２項の規定
に基づき、調教師の届
出書を受理すること。

	 第２７条第２項の規定
に基づき、騎乗申込書
を受理すること。


 第２７条第４項の規定
に基づき、同条第１項
の騎乗申込みに係る騎
手の騎乗の申込み又は
騎乗を拒否すること。

� 第２８条の規定に基づ
き、馬検査を行うこと
及び馬検査の結果を発
表すること。

� 第２９条の規定に基づ
き、競走に出走するこ
とを拒否すること。

 第３２条第４項の規定
に基づき、医師又は獣
医師として適当と認め
ること。

� 第５０条の規定に基づ
き、騎手服、帽子、保
護ベスト及び番号ゼッ
ケンを定めること。

� 第５８条第３項の規定
に基づき、写真機を定
めること。

� 第６４条第１項の規定
に基づき、検査を行う
こと。

� 第６４条第４項の規定
に基づき、検体番号を
付すこと。

� 第６５条第１項の規定
に基づき、理化学検査
を研究所に委託し、検
体を研究所に送付する
こと。

� 第６５条第２項の規定
に基づき、研究所に対
し、同条各号に掲げる
事項を遵守するよう求
めること。

� 第６５条の３第１項の
規定に基づき、失格と
すること。

� 第６５条の３第２項の
規定に基づき、着順を
変更すること。

� 第６６条第１項の規定
に基づき、期日を指定
し、賞金等を受領する
こと。

� 第６６条第２項の規定
に基づき、賞金等の取
扱いについて別に定め
ること。

� 第７１条第１項又は第
２項の規定に基づき、
出走の申込み又は出走
を拒否すること。

� 第７２条第１項又は第
２項の規定に基づき、
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出走の申込み若しくは
出走又は騎手の騎乗の
申込み若しくは騎乗を
拒否すること。

� 第７３条の規定に基づ
き、出走の申込み又は
出走を拒否すること。

� 第７４条第８項の規定
に基づき、処分するこ
と。

� 第８３条第２項の規定
に基づき、払戻金交付
所を指定すること。

� 第８４条第２項の規定
に基づき、競馬場外の
勝馬投票券販売所及び
払戻金交付所の場所を
定めること。

� 第８５条第１項の規定
に基づき、同条第４号
から第１０号まで及び第
１２号に掲げる者を指定
し、認め、及び許可す
ること。

 第８６条の規定に基づ
き、記章又は通行証を
交付すること。

! 第９１条第２項又は第
３項の規定に基づき、
書面を受理すること。

" 第９８条の規定に基づ
き、報告を受理するこ
と。

# 第９９条第２項の規定
に基づき、届出を受理
すること。

$ 第１００条の規定に基
づき、馬の飼養又は調
教を補助する者を認め
ること。

% 第１０２条の規定に基
づき、報告を受理する

こと。

２ 北海道地
方競馬事故
補 償 規 則
（昭和３３年
北海道規則
第７８号）の
施行に関す
る事務

� 第７条の規定に基づ
き、事故調書を受理す
ること。

� 第８条の規定に基づ
き、申請書を受理する
こと。

� 第９条第１項の規定
に基づき、補償金の交
付を決定すること。

� 第９条第２項の規定
に基づき、決定の内容
を通知すること。

３ 北海道地
方競馬きゅ
う舎等管理
規則（昭和
４９年北海道
規 則 第２８
号）の施行
に関する事
務

� 第３条第１項の規定
に基づき、使用を許可
するきゅう舎の馬房の
数の限度を定めること。

� 第４条第１項の規定
に基づき、申請書の提
出期限を定め、及び申
請書を受理すること。

� 第４条第２項の規定
に基づき、きゅう舎等
の使用を許可すること。

� 第５条第１項の規定
に基づき、きゅう舎等
使用許可書を交付する
こと

� 第５条第２項の規定
に基づき、使用を開始
する日を指定し、及び
承認すること。

� 第６条第１項の規定
に基づき、居住者入
（退）居届を受理する
こと。

� 第６条第２項の規定
に基づき、調査し、指
示し、又は書類の提出
を求めること。

	 第７条第１項第５号
の規定に基づき、証明
書を指定すること。
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 第７条第２項の規定
に基づき、競走馬入
（退）きゅう届を受理
すること。

� 第７条第３項の規定
に基づき、検査を行う
こと。

� 第８条第１項の規定
に基づき、入きゅうを
拒否し、又は退きゅう
させるべき旨を命ずる
こと。

 第８条第２項の規定
に基づき、退きゅうさ
せるべき旨を命ずるこ
と。

� 第９条の規定に基づ
き、きゅう舎等の使用
の許可を取り消すこと。

� 第１０条の規定に基づ
き、きゅう舎等を明け
渡す期限を指定するこ
と。

� 第１１条第１項の規定
に基づき、きゅう舎等
の明渡しの猶予の申請
を受理すること。

� 第１１条第２項の規定
に基づき、明け渡すべ
き日を指定し、及び承
認すること。

� 第１３条第１項の規定
に基づき、きゅう舎等
の修繕等を承認するこ
と。

� 第１３条第３項の規定
に基づき、きゅう舎等
を現状に回復させるこ
と。

� 第１４条第１項の規定
に基づき、きゅう舎等
の滅失等の状況に係る
届出を受理すること。

� 第１７条第１項の規定
に基づき、構内を警備
し、出入者を監視し、
立ち入りを拒絶するこ
と。

� 第１７条第２項の規定
に基づき、きゅう舎等
への立ち入りの必要性
を認めること。

� 第１８条第１項の規定
に基づき、居住証明書
を交付すること。

� 第１９条の規定に基づ
き、馬又は使用者及び
居住者の異常等に係る
届出を受理すること。

食の安
全推進
局食品
政策課

１ 肥料取締
法（昭和２５
年 法 律 第
１２７号）の
施行に関す
る事務

� 第１９条第２項の規定
に基づき、事故肥料の
譲渡を許可すること。

」
に改め、同表の農政部農業経営局農業経営課の事項第２項中「農林漁業金融公庫法（昭和２７

年法律第３５５号）」を「株式会社日本政策金融公庫法（平成１９年法律第５７号）」に、「農林

漁業金融公庫の」を「株式会社日本政策金融公庫の」に改め、同表の水産林務部林務局林業

木材課の事項中第２項を削り、第３項を第２項とし、同表の建設部住宅局建築指導課の事項

中第３項を削り、第４項を第３項とする。

別表第４の支庁の本庁企画振興部の分掌事項中「本庁企画振興部」を「本庁総合政策部」

に改め、同事項第３項を次のように改める。

３ 統計法（平成１９年法律第５３号）の施行に関する事務

� 統計法施行令（平成２０年政令第３３４号）第４条第１項の規定に基づき、統計調査員

（支庁を経由して行う統計調査に係るものに限る。）を設置すること。

� 統計調査を行うための交付金（支庁を経由して行う統計調査に係るものに限る。）

の交付に関する事務を行うこと。

別表第４の支庁の本庁企画振興部の分掌事項第４項を削り、同事項第５項中第１２号を第１８

号とし、第１１号を第１７号とし、第１０号を第１６号とし、第９号の次に次の６号を加える。

� 第２９６条の５第２項の規定に基づき、財産区の財産又は公の施設の全部又は一部の
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処分又は廃止に同意すること。
� 第２９６条の５第５項の規定に基づき、財産区の住民に対して不均一の課税をし、又
は使用料その他の徴収金について不均一の徴収をすることに同意すること。

 第２９６条の６第１項の規定に基づき、財産区の事務の処理について、当該財産区の
ある市町村若しくは特別区の長に報告若しくは資料の提出を求め、又は監査すること。

� 第２９８条第２項の規定に基づき、地方開発事業団（２以上の支庁の所管区域にわた
るものを除く。以下この項において「事業団」という。）の設置、設置団体の数の増
減又は事業団の規約の変更を認可すること。

� 第２９８条第３項の規定に基づき、事業団の規約の変更の届出を受理すること。
� 第３１７条第２項の規定に基づき、事業団の解散の届出を受理すること。
別表第４の支庁の本庁企画振興部の分掌事項第５項に次の１号を加える。
� 施行令第２１９条第２項の規定に基づき、財産区の財産の処分に関する計画に同意す
ること。

別表第４の支庁の本庁企画振興部の分掌事項中第５項を第４項とし、第６項を第５項とし、
第７項を第６項とし、同項の次に次の１項を加える。
７ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）の施行に関する事
務
� 地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成１９年政令第３９７号）第２２条
第１項の規定に基づき、財政再生計画の変更に同意すること。

別表第４の支庁の本庁企画振興部の分掌事項第８項を次のように改める。
８ 公有地の拡大の推進に関する法律の施行に関する事務
� 第１０条第２項の規定に基づき、土地開発公社の設立を認可すること。
� 第１４条第２項の規定に基づき、土地開発公社の定款の変更を認可すること。
� 第１９条第２項の規定に基づき、土地開発公社に対し、その業務及び資産の状況に関
する報告を求め、又は職員に、土地開発公社の事務所に立ち入り、その業務の状況若
しくは帳簿、書類その他の必要な物件を検査させること。

� 第１９条第５項の規定に基づき、土地開発公社に対し必要な措置を講ずべきことを求
めること。

� 第２２条第１項の規定に基づき、土地開発公社の解散を認可すること。
別表第４の支庁の本庁企画振興部の分掌事項中第９項を削り、第１０項を第９項とし、同表
の支庁の本庁環境生活部の分掌事項第８項第２１号及び第２５号中「第７条の２第３項」の次に
「及び第４項」を加え、同項第６３号中「特別管理産業廃棄物管理責任者の設置等報告書」を
「産業廃棄物の処理実績報告書」に改め、同項第６４号中「第２０条第２項及び第３項」を「第
２０条第２項」に、「産業廃棄物等の処理実績報告書」を「特別管理産業廃棄物管理責任者の
設置等報告書」に改め、同項に次の２号を加える。

& 規則第２０条第３項の規定に基づき、産業廃棄物等の処分実績報告書を受理すること。
' 規則第２０条第４項の規定に基づき、一般廃棄物の処理実績報告書を受理すること。
別表第４の支庁の本庁環境生活部の分掌事項第１０項第８号中「第５条」を「第６条」に改
め、同事項中第２７項を第２８項とし、第１４項から第２６項までを１項ずつ繰り下げ、第１３項の次
に次の１項を加える。
１４ 北海道循環型社会形成の推進に関する条例の施行に関する事務
� 第３０条第１項の規定に基づき、職員に、道外排出事業者等又は受託産業廃棄物処理
業者等の事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は産業廃棄物若
しくは産業廃棄物であることの疑いがある物を無償で収去させること。

� 第３１条第１項の規定に基づき、産業廃棄物の保管に係る届出を受理すること。
� 第３１条第２項の規定に基づき、産業廃棄物の保管に係る変更の届出又は廃止の届出
を受理すること。

� 第３２条第３項の規定に基づき、産業廃棄物の不適正な処分の状況及び講じた措置の
概要に係る報告を受理すること。

� 第３３条第４項の規定に基づき、産業廃棄物の不適正な処理に係る通報を受理するこ
と。

� 第３４条の規定に基づき、事業者に対し、必要な報告又は資料の提出を求めること。
� 第３５条第１項の規定に基づき、職員に、事業者の事務所等に立ち入り、帳簿書類そ
の他の物件を検査させ、又は産業廃棄物若しくは産業廃棄物であることの疑いがある
物を無償で収去させること。

	 附則第３項の規定に基づき、産業廃棄物の保管に係る届出を受理すること。

 附則第４項の規定に基づき、産業廃棄物の保管に係る届出を受理すること。
別表第４の支庁の本庁経済部の分掌事項第５項第４号中「第８条第３項」を「第８条第２
項」に改め、同事項第６項第４号中「第３２条の６第３項」を「第３２条の６第２項」に改め、
同事項第７項第２９号中「第８２条第２項」を「第４１条第２項」に改め、同項第３０号中「第８６
条」を「第４４条の２第４項」に、「検査証」を「保安検査証」に改め、同事項中第２１項を第
２２項とし、第２０項を第２１項とし、第１９項を第２０項とし、第１８項の次に次の１項を加える。
１９ 北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関
する条例施行規則（平成２０年北海道規則第６６号）（第６条から第８条まで、第１０条及び
第１１条の規定を除く。）の実施に関する事務を行うこと。
別表第４の支庁の本庁農政部の分掌事項中第７項を削り、第８項を第７項とし、第９項か
ら第１４項までを１項ずつ繰り上げ、第１５項を削り、第１６項を第１４項とし、第１７項から第３４項
までを２項ずつ繰り上げ、第３５項を削り、第３６項を第３３項とし、第３７項から第４０項までを３
項ずつ繰り上げ、同表の支庁の本庁水産林務部の分掌事項第２項第１号中ソからニまでをタ
からヌまでとし、セを削り、ケからスまでをサからソまでとし、同号ク中「さんま漁業」を
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「さんま棒受け網漁業」に改め、同号中クをケとし、ケの次に次のように加える。
コ さんま流し網漁業（許可申請者が道外に住所を有するものを除く。）

別表第４の支庁の本庁水産林務部の分掌事項第２項第１号中アからキまでをイからクまで
とし、同号にアとして次のように加える。

ア たこ漁業
別表第４の支庁の本庁水産林務部の分掌事項第２項第３号及び第４号中「第１号アからニ
まで」を「第１号アからヌまで」に改め、同項第５号中「第１号エ」を「第１号オ」に、
「第１号コ」を「第１号シ」に、「第１号タ」を「第１号チ」に改め、同事項中第６項を削
り、第７項を第６項とし、第８項から第１８項までを１項ずつ繰り上げ、第１９項を削り、第２０
項を第１８項とし、第２１項から第２３項までを２項ずつ繰り上げ、同事項第２４項第２号中「農林
漁業金融公庫」を「株式会社日本政策金融公庫」に改め、同項を同事項第２２項とし、同事項
中第２５項を第２３項とし、第２６項から第３４項までを２項ずつ繰り上げ、同表の支庁の本庁建設
部の分掌事項第７項中第１号及び第２号を削り、第３号を第１号とし、第４号から第１０号ま
でを２号ずつ繰り上げ、第８号の次に次の１号を加える。


 第２３条の６の規定に基づき、設計等の業務に関する報告書を受理すること。
別表第４の支庁の本庁建設部の分掌事項第７項中第１１号を第１０号とし、第１２号から第１６号
までを１号ずつ繰り上げ、同項に次の１号を加える。

� 建築士法施行細則（昭和２５年北海道規則第２５７号）第２１条の２第１項の規定に基づ
き、建築士事務所の登録を受けていることを証する書面を交付すること。

別表第４の競馬事務所の事項を削り、同表の保健福祉事務所の事項第１０項中第１号及び第
２号を削り、第３号を第１号とし、第４号から第７号までを削り、第８号を第２号とし、第
９号から第１３号までを６号ずつ繰り上げ、同項第１４号中「介護支援専門員」の次に「（道外
に居住する者を除く。以下この項において同じ。）」を加え、同項中同号を第８号とし、第
１５号から第１７号までを６号ずつ繰り上げ、第１８号から第６２号までを削り、第６３号を第１２号と
し、第６４号から第７４号までを５１号ずつ繰り上げ、同事項第１１項第１号中「（居宅サービス事
業（訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリテーション及び
短期入所療養介護に係るものに限る。）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び介護
予防サービス事業（介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療
養管理指導、介護予防通所リハビリテーション及び介護予防短期入所療養介護に係るものに
限る。）に係るものに限る。）」を削り、同項第２号中「（前号の居宅サービス事業、介護
老人保健施設、介護療養型医療施設及び介護予防サービス事業に係るものに限る。）」を削
り、同項第５号中「（介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅
療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション及び介護予防短期入所療養介護を行うもの
に限る。以下この項において同じ。）」を削り、同項第５７号中「指定介護予防サービス事業
者」を「指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者、指定介護老人福祉施設」

に改め、同号を同項第８１号とし、同項第５６号を同項第７９号とし、同号の次に次の１号を加え
る。

( 第１１５条の２９第５項の規定に基づき、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密
着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者に対して処分をした旨を市
町村長に通知すること。

別表第４の保健福祉事務所の事項第１１項中第５５号を第７７号とし、同号の次に次の１号を加
える。

) 第１１５条の１８の規定に基づき、指定地域密着型サービス事業者の指定等の届出を受
理すること。

別表第４の保健福祉事務所の事項第１１項中第５４号を第７６号とし、第５１号から第５３号までを
２２号ずつ繰り下げ、同項第５０号中「対し、」の次に「基準を遵守すべきことを」を加え、同
項中同号を第７２号とし、第１８号から第４９号までを２２号ずつ繰り下げ、第１７号の次に次の２２号
を加える。

� 第７８条の２第２項の規定に基づき、市町村長から指定地域密着型サービス事業者の
指定をしようとする旨の届出を受けること。

� 第７８条の２第３項の規定に基づき、市町村長に対し必要な助言又は勧告をすること。
� 第７８条の１０の規定に基づき、指定地域密着型サービス事業者の指定等の届出を受け
ること。

� 第７９条の２第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定を更新すること。
� 第８２条の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定内容の変更又は事業の廃止、
休止若しくは再開の届出を受けること。

� 第８３条第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者等に対し、報告若しくは帳
簿書類の提出等を命じ、出頭を求め、又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくは
事業所に立ち入り、帳簿書類等を検査させること。

� 第８３条の２第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者に対し、基準を遵守す
べきことを勧告すること。

� 第８３条の２第２項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者が勧告に従わなかった
旨を公表すること。

� 第８３条の２第３項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者に対し、勧告に係る措
置をとるべきことを命ずること。

� 第８３条の２第５項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者が適正な事業の運営を
していない旨の市町村からの通知を受理すること。

� 第８４条第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定を取り消し、又はそ
の指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

� 第８６条第３項（第８６条の２第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
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関係市町村長に通知し、意見を求めること。
 第８６条の２第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の指定を更新すること。
! 第８９条の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者の住所等の変更に係る届出
を受けること。

" 第９０条第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者等に対し、報告若し
くは帳簿書類の提出等を命じ、出頭を求め、又は職員に、関係者に対し質問させ、若
しくは施設に立ち入り、設備、帳簿書類等を検査させること。

# 第９１条の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の指定辞退の届出を受けること。
$ 第９１条の２第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者に対し、基準を
遵守すべきことを勧告すること。

% 第９１条の２第２項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者が勧告に従わな
かった旨を公表すること。

* 第９１条の２第３項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者に対し、勧告に
係る措置をとるべきことを命ずること。

+ 第９１条の２第５項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設が適正な運営をしていな
い旨の市町村からの通知を受理すること。

, 第９２条第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の指定を取り消し、又はその
指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

- 第９２条第２項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設が処分事由に該当する旨の市
町村からの通知を受理すること。

別表第４の保健福祉事務所の事項第１５項第１６号中「の開始」を「又は小規模住宅型児童養
護事業（以下この項において「児童自立生活援助事業等」という。）の開始」に改め、同項
第１８号から第２０号までの規定中「児童自立生活援助事業」を「児童自立生活援助事業等」に
改め、同項中第４２号を第４８号とし、第２１号から第４１号までを６号ずつ繰り下げ、第２０号の次
に次の６号を加える。

� 第３４条の１１第１項の規定に基づき、一時預かり事業の開始の届出を受理すること。
� 第３４条の１１第２項の規定に基づき、届出事項の変更の届出を受理すること。
� 第３４条の１１第３項の規定に基づき、一時預かり事業の廃止又は休止の届出を受理す
ること。

� 第３４条の１３第１項の規定に基づき、一時預かり事業を行う者に対して、報告を求め、
又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくはその事務所等に立ち入り、設備等を検
査させること。

� 第３４条の１３第３項の規定に基づき、一時預かり事業を行う者に対し、必要な措置を
とるべき旨を命ずること。

� 第３４条の１３第４項の規定に基づき、一時預かり事業を行う者に対し、その事業の制

限又は停止を命ずること。
別表第４の保健福祉事務所の事項第１７項中「（平成１７年法律第１２３号）」を削り、「関す
る事務」の次に「（札幌市の区域に係るものを除く。）」を加え、同項第３０号及び第３１号を
削り、同表の土木現業所の事項第２５項中第１号及び第２号を削り、第３号を第１号とし、第
４号から第１０号までを２号ずつ繰り上げ、第８号の次に次の１号を加える。


 第２３条の６の規定に基づき、設計等の業務に関する報告書を受理すること。
別表第４の土木現業所の事項第２５項中第１１号を第１０号とし、第１２号から第１６号までを１号
ずつ繰り上げ、同項に次の１号を加える。

� 建築士法施行細則第２１条の２第１項の規定に基づき、建築士事務所の登録を受けて
いることを証する書面を交付すること。

別表第５第１項第２号中「本庁企画振興部」を「本庁総合政策部」に改め、「、地方財政
再建促進特別措置法」を削り、同表第２項第２号中「企画振興部の項」を「総合政策部の
項」に改める。
別表第６の知事政策部知事室長の決裁事項の項中「知事政策部知事室長」を「総合政策部
知事室長」に改め、同表の知事室次長の決裁事項の項の次に次の１項を加える。
農政部競馬事業室 参事 競馬事業室長の指定する
長の決裁事項 主幹
別表第６の中央乳児院長の決裁事項の項を削り、同表の向陽学院長の決裁事項の項及び大
沼学園長の決裁事項の項中「庶務課長」を「自立支援課長」に改め、同表の競馬事務所の決
裁事項の項を削る。

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる改正規定は、当
該各号に定める日から施行する。
� 別表第２の環境生活部環境局循環型社会推進課の事項に１項を加える改正規定（同事
項第４項第１２号及び第１３号に係る部分に限る。）及び別表第４の支庁の本庁環境生活部
の分掌事項中第２７項を第２８項とし、第１４項から第２６項までを１項ずつ繰り下げ、第１３項
の次に１項を加える改正規定（同事項第１４項第１号及び第８号に係る部分に限る。）
平成２１年６月１日

� 別表第２の環境生活部環境局循環型社会推進課の事項に１項を加える改正規定（同事
項第４項第５号から第８号までに係る部分に限る。）及び別表第４の支庁の本庁環境生
活部の分掌事項中第２７項を第２８項とし、第１４項から第２６項までを１項ずつ繰り下げ、第
１３項の次に１項を加える改正規定（同事項第１４項第２号から第７号まで及び第９号に係
る部分に限る。） 平成２１年７月１日

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，０９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

１８北 海 道 公 報 号外第�号平成２１年３月３１日（火曜日）


